
金砂郷町（かなさごうまち）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 綿引 義明 副議長 片野 宗隆

任期 H16.3.17 定数 16 名 現議員数 16 名

党派別 無 16

②三役(H15.3.1 現在)

長 成井 光一郎 任期 H14.2.25～H18.2.24

助役 堆 守 収入役 芽根 勝良

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

124 122 122

普通会計 103 一般行政職 80

うち施設関係 20 技能労務職 6

企業職 6職員一人

当たり住民数
95.9

消防職 0

公営事業会計 19 教育職 11

職員構成

(H14.4.1)

合計 122 その他 16

④機構図（H15.3.1 現在）
＜議会＞

議会事務局

＜町長＞－＜助役＞―

総務課－庶務係、職員管財係、情報広報係

企画財政課－企画係、財政係、（合併協議会事務局）

税務課－民税係、資産税係

産業観光課－農政係、商工観光係

建設課－用地管理係、土木建築係

住民課－住民係、国保医療係、年金係

保健福祉課－健康推進係、社会福祉係

生活環境課－環境衛生係、農業集落排水係

こどもセンター－こどもセンター

保育所－保育所

＜収入役＞－

出納室－出納係

＜広域下水道組合＞－

事務局－業務係、施設係

＜教育長＞－＜教育次長＞－

教育課－学校教育係、生涯学習係、スポーツ振興係

幼稚園、小学校、中学校

常陸太田市・金砂郷町学校給食共同調理場

中央公民館

＜農業委員会＞

農業委員会事務局

＜公営企業＞

水道課－業務係、施設係

＜行政委員会＞

選挙管理委員会事務局、監査委員会事務局、固定資産評価審査委

員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和30年4月15日 合体 郡戸村 久米村 金郷村 金砂村

平成 5年 11月 1 日 町制施行

②地勢・風土等
金砂郷町は、県の北部に位置し、南北に長く東西に短く、北部一帯は八溝山系の山裾にな

り、標高200m以上の丘陵地帯であり、緩丘陵地帯の大部分は畑を構成し、常陸秋そばの名

産地である。

町の中央部を浅川、山田川が貫流し、沿岸は低く、やや平坦であり、大字大方以南は開け

て耕地をなし、地味は概して肥沃で農業に適している。

県都水戸市より北方へ約25㎞の地点にあり、東西6.1㎞、南北19㎞。東は水府村及び常

陸太田市に接し、西は大宮町、瓜連町に、南に那珂町に、北は山方町にそれぞれ接してい

る。

主産業は農業で、水稲、そば等が主要作物である。現在、「湯けむりの郷」を中心に常陸

秋そばを全国にPRし、更に、「こめ工房」を通して町の地場産業の振興を図っている。

また、「健康の郷」を基本目標とした総合計画により、農業集落排水等にも積極的に取り組

んでいる。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 5,015 5,192 5,532 5,557

女 5,409 5,525 5,804 5,784
人

口

(人) 合計 10,424 10,717 11,336 11,341

世帯数 2,848 3,014 3,369 3,463

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 4,493 4,778 9,271 27.1％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 282 億円 就業者 1人当たり 6,317 千円

住民所得 248 億円 人口 1 人当たり 2,194 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 992 3.5％ 1,394 23.20％

第 2 次 13,723 48.6％ 1,899 31.60％

第 3 次 14,219 50.4％ 2,692 44.80％

総額・総数 28,231 ― 6,009 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,776 1,832 165（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
36 854 18,363

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
87 288 4,010

④特産物

常陸秋そば、天恵こがね米（コシヒカリ）、納豆、巨峰、蜂蜜、シイタケ
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ロゴマーク

類型 Ⅲ-2 ｺｰﾄﾞ番号 083615 面積 61.64k ㎡

過疎、辺地、特定

農山村

ごみ処理、し尿処理、結

核予防関連、胃集団検

診、農業共済、滞納処

分、広域下水道

上水道、農業集落排

水



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 5,275,928 4,759,547 -9.8

歳 出 5,133,317 4,592,310 -10.5

形式収支 142,611 167,237 ―

実質収支 112,051 90,813 ―

単年度収支 -55,862 -21,238 ―

実質単年度収支 32,169 -18,072 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 4,760 ― -516 -9.8

地方税 820 17.2 14 1.8

地方交付税 2,423 50.9 -165 -6.4

国庫支出金 129 2.7 -95 -42.5

地方債 351 7.4 -101 -22.4

その他 1,037 21.8 ― ―

歳 出 4,592 ― -541 -10.5

義務的経費 1,639 35.7 0 0

人件費 936 20.4 25 2.7

扶助費 140 3.0 -35 -4.6

公債費 564 12.3 -35 -5.8

投資的経費 939 20.4 ― ―

普通建設事業費 937 20.4 -508 -35.2

うち補助 102 2.2 -345 -77.2

うち単独 814 17.7 -164 -16.8

その他の経費 2,014 43.9 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 927 百万円

基準財政需要額（H14） 3,180 百万円

標準税収入額等（H14） 1,204 百万円

標準財政規模（H14） 3,455 百万円

財政力指数（H12～14） 0.276

経常収支比率 78.6 ％

公債費負担比率 14.3 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 5.6 ％

税の徴収率（現年） 94.9

税の徴収率（合計） 77.1

ラスパイレス指数(H14.4.1) 99.7
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 4,156,559 120.3

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 0

実質債務残高( C A+B) 4,156,559 120.3

積立金現在高（D） 1,340,641 38.8

将来にわたる財政負担（E C-D） 2,815,918 81.5

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

338,406 328,359市町村民税

（構成比） （31.8） （40.0）
97.0

627,085 406,095固定資産税

（構成比） （59.0） （49.5）
64.8

97,706 85,427その他の税

（構成比） （9.2） （10.5）
87.4

合計 1,063,197 819,881 77.1

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 4 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 4 ヶ所

幼稚園 4 園 道路改良率 28.3％

保育所 1 ヶ所 道路舗装率 32.0％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 56.2％

公営住宅 10 戸 し尿衛生処理率 70.8％

1 人当たり公園面積 0.0 ㎡ 上水道等普及率 97.4％

公民館等 0 ヶ所 排水等処理率 36.36％

体育館 0 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
154.8％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

農業集落排水施

設整備事業

H7

～

H17

花房・新地地区 37ha

松栄・青木地区 66ha

中野・小島地区 60ha
4,400

特定環境保全公

共下水道事業

H12

～

H30

下水道施設整備 274.5ha

処理人口 7,000 人 9,720

防災無線施設整

備事業

H14

～

H15

防災無線戸別受信機整備

150

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・行財政改革、財政健全化施策の推進

・下水、排水処理体制の整備

・少子高齢化社会への対応

・教育施設整備の推進

＜特色ある行政＞

・業務効率化を図るための庁内ＬＡＮの導入

・郵便局窓口での証明書等交付


